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短答式試験問題集［刑法］
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［刑法］

〔第１問〕（配点：２）

学生Ａ、Ｂ及びＣは、【事例】について、【会話】のとおり議論している。【会話】中の①から

⑪までの（ ）内に【語句群】から適切なものを入れた場合、正しいものの組合せは１から５まで

のうちどれか。なお、①から⑪までの（ ）内には、それぞれ異なるものが入る。（解答欄は、

［No.１］）

【事 例】

甲及び乙は、Ｘに対して傷害を負わせる旨の共謀を遂げ、それぞれ鉄パイプでＸを殴った。甲

は、Ｘが反抗的な態度を示したため激高し、Ｘに対する殺意を抱き、傷害の故意にとどまる乙と

共にＸに暴行を加えたことにより、Ｘは死亡した。

【会 話】

学生Ａ．共同正犯の本質について（①）に立った場合、共同正犯の成立は（②）ので、【事例】

では（③）ということになりますね。

学生Ｂ．その考え方は（④）という問題があるのではないでしょうか。さらに、乙には（⑤）の

故意がないのに、（⑤）罪の共同正犯の成立を認めることにも疑問があります。

学生Ｃ．共同正犯の本質について（⑥）に立った場合、共同正犯の成立は（⑦）ので、【事例】

では（⑧）ということになりますね。

学生Ａ．その考え方を一貫させると（⑨）という問題があるのではないでしょうか。

学生Ｂ．共同正犯の本質について（①）に立ちつつ、構成要件が同質的で重なり合う限りにおい

て共同正犯の成立を認める見解に立った場合、【事例】では（⑩）ということになります

ね。

学生Ｃ．その考え方によると、【事例】において、乙の行為から死亡結果が発生した場合、甲に

（⑪）罪の単独犯が成立するにとどまってしまうという問題があるのではないでしょうか。

【語句群】

ａ．犯罪共同説 ｂ．行為共同説

ｃ．同一罪名に限られる ｄ．異なる罪名でも認められる

ｅ．甲に殺人罪の共同正犯、乙に傷害致死罪の共同正犯が成立する

ｆ．甲及び乙に傷害致死罪の共同正犯が成立し、甲に殺人罪の単独犯が成立する

ｇ．甲及び乙に殺人罪の共同正犯が成立し、乙は傷害致死罪の限度で科刑される

ｈ．共同正犯の成立範囲が広がりすぎる ｉ．罪名と科刑が分離する

ｊ．殺人 ｋ．殺人未遂 ｌ．傷害致死

１．①ａ ④ｉ ⑧ｅ ⑩ｆ ⑪ｋ

２．①ｂ ③ｅ ⑥ａ ⑧ｇ ⑨ｉ

３．②ｃ ⑤ｊ ⑥ｂ ⑨ｈ ⑪ｌ

４．②ｄ ④ｈ ⑦ｃ ⑧ｆ ⑩ｅ

５．③ｇ ⑤ｋ ⑦ｄ ⑩ｆ ⑪ｌ
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〔第２問〕（配点：２）

学生Ａ及びＢは、【事例】について、【会話】のとおり議論している。【会話】中の①から⑪ま

での（ ）内に【語句群】から適切なものを入れた場合、正しいものの組合せは１から５までのう

ちどれか。なお、①から⑪までの（ ）内には、それぞれ異なるものが入る。（解答欄は、［No.

２］）

【事 例】

甲は、乙所有の飼い犬（以下「乙犬」という。）が甲所有の飼い犬（以下「甲犬」という。）

に突然襲い掛かったため、甲犬を守る目的で、持っていた甲所有の傘で乙犬を殴り、乙犬に怪我

を負わせた。

【会 話】

学生Ａ．乙犬が甲犬に襲い掛かったことについて、乙に故意・過失が（①）場合、甲が乙犬に怪

我を負わせた行為に（②）の成立を認めるかが問題になりますね。

学生Ｂ．私は、「（③）」は人間の行為に（④）と考えるので、（②）の成立を（⑤）。そのた

め、（⑥）の成否が問題になります。

学生Ａ．（⑦）と（⑧）を必要とする（⑥）の限度でしか対抗できないというのでは、（⑨）の

保護が不十分ではないですか。

学生Ｂ．乙に故意・過失が（⑩）場合、（②）が成立し得るので、不都合はありません。

学生Ａ．（⑥）の法的性格について、どう考えますか。

学生Ｂ．（⑥）は、（⑦）を要件としているので、違法性阻却事由であると考えます。

学生Ａ．そうすると、（⑥）に当たる行為に対して（②）は（⑪）ことになりますね。

【語句群】

ａ．ある ｂ．ない ｃ．正当防衛 ｄ．緊急避難

ｅ．不正の侵害 ｆ．現在の危難 ｇ．限られる ｈ．限られない

ｉ．認めます ｊ．認めません ｋ．補充性 ｌ．法益均衡

ｍ．甲 ｎ．乙 ｏ．成立し得る ｐ．成立し得ない

１．①ａ ③ｆ ⑤ｉ ⑨ｎ ⑩ｂ

２．①ｂ ④ｇ ⑦ｋ ⑧ｌ ⑩ａ

３．②ｃ ⑤ｊ ⑦ｌ ⑨ｍ ⑪ｏ

４．②ｄ ④ｈ ⑥ｃ ⑩ｂ ⑪ｏ

５．③ｅ ⑥ｄ ⑧ｋ ⑩ａ ⑪ｐ
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〔第３問〕（配点：２）

学生Ａ、Ｂ及びＣは、【事例】について、【会話】のとおり議論している。【会話】中の①から

⑪までの（ ）内に【語句群】から適切なものを入れた場合、正しいものの組合せは１から５まで

のうちどれか。なお、①から⑪までの（ ）内には、それぞれ異なるものが入る。（解答欄は、

［No.３］）

【事 例】

甲は、威力を用いて県議会委員会の条例案採決の事務を妨害した。

【会 話】

学生Ａ．甲に（①）が成立するかについては、（②）が（①）の客体である（③）に含まれるか

が問題となりますね。

学生Ｂ．私は、（③）に（④）との立場から、甲に（①）が（⑤）と考えます。

学生Ｃ．（⑥）についてまで（①）の保護対象に含める必要はあるのですか。

学生Ａ．私は、（③）に（⑦）との立場から、甲に（①）が（⑧）と考えます。

学生Ｃ．Ａさんの立場では、威力を用いて私立高校の入学試験を妨害した場合には（①）が

（⑤）のに、公立高校で同じことをしても（①）も（⑨）も（⑧）ことになりかねず、不

均衡ではありませんか。私は、（⑥）は（③）に含まれず、それ以外の（②）は（③）に

含まれると考えます。【事例】における事務は、（⑥）に当たらず、（③）に含まれるの

で、甲に（①）が（⑤）と考えます。

学生Ｂ．Ｃさんの立場では、（⑩）場合、どのように考えるのですか。

学生Ｃ．その行為さえなければ遂行されたはずの本来の警察官の（②）が妨害された場合、その

妨害された（②）の中に（⑥）が含まれていたとしても、強制力を行使し得る段階に

（⑪）ので、その全体について（①）が成立すると考えます。

【語句群】

ａ．業務妨害罪 ｂ．公務執行妨害罪 ｃ．業務 ｄ．公務

ｅ．全ての公務が含まれる ｆ．全ての公務が含まれない

ｇ．成立する ｈ．成立しない

ｉ．強制力を行使する権力的公務 ｊ．非権力的公務

ｋ．職務質問中の警察官に対して威力を用いて抵抗した

ｌ．警察官に対して犯罪予告の虚偽通報がなされた ｍ．ある ｎ．ない

１．①ａ ③ｃ ⑥ｉ ⑧ｈ ⑩ｌ

２．①ｂ ④ｅ ⑥ｊ ⑨ａ ⑩ｋ

３．②ｃ ④ｆ ⑦ｅ ⑨ａ ⑪ｍ

４．②ｄ ⑤ｇ ⑦ｆ ⑨ｂ ⑪ｍ

５．③ｄ ⑤ｈ ⑧ｇ ⑩ｋ ⑪ｎ
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〔第４問〕（配点：２）

学生Ａ及びＢは、【会話】のとおり議論している。【会話】中の①から⑧までの（ ）内に【語

句群】から適切なものを入れた場合、正しいものの組合せは１から５までのうちどれか。なお、①

から⑧までの（ ）内には、それぞれ異なるものが入る。（解答欄は、［No.４］）

【会 話】

学生Ａ．支払意思・能力がないことを秘して飲食店で注文し、飲食物の提供を受けた無銭飲食の

事案について、詐欺罪は成立しますか。

学生Ｂ．私は、判例と同様に、（①）といえ、（②）に当たるので、詐欺罪が成立すると考えま

す。

学生Ａ．約款により暴力団関係者の施設利用を拒絶しているゴルフ場において、暴力団関係者が

その旨を申告することなく施設利用をした場合はどう考えますか。

学生Ｂ．私は、判例と同様に、事案によっては詐欺罪が成立しない場合もあると考えます。詐欺

罪が成立するとした判例では、（②）を認定できる事情がありました。一方、詐欺罪が成

立しないとした判例では、ゴルフ場側が（③）するなどして、暴力団関係者による施設利

用を（④）する意向を示していたものの、それ以上に（⑤）する措置は講じていなかった

という事情がありました。また、（③）している周辺のゴルフ場において、暴力団関係者

の施設利用を（⑥）する例が多数あったことなど、（②）を認定することが困難な事情が

ありました。そのため、暴力団関係者であることを申告せずに施設利用を申し込んだとし

ても、（⑦）ので、（⑧）としました。

【語句群】

ａ．飲食後、直ちに代金を支払う意思・能力がないことを告知する義務があるのに、その義務に

違反して真実を告げていない

ｂ．飲食店における注文は、暗黙の前提として、飲食後、直ちに代金を支払う意思・能力がある

との意思表示を内包している

ｃ．挙動による欺罔行為 ｄ．不作為による欺罔行為

ｅ．利用客に対して暴力団関係者でないことを確認

ｆ．暴力団関係者の施設利用を拒絶する旨の立看板を設置

ｇ．許可・黙認 ｈ．拒絶

ｉ．利用客は正規の利用料金を支払っており、ゴルフ場に経済的な不利益はない

ｊ．申込者が当然に暴力団関係者でないことまで表しているとは認められない

ｋ．財産的損害が発生していない ｌ．欺罔行為に当たらない

１．①ａ ③ｅ ⑤ｆ ⑦ｉ

２．①ｂ ④ｇ ⑥ｈ ⑦ｊ

３．②ｃ ④ｈ ⑥ｇ ⑧ｌ

４．②ｄ ⑤ｆ ⑥ｈ ⑧ｋ

５．③ｆ ⑤ｅ ⑦ｉ ⑧ｋ
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〔第５問〕（配点：２）

学生Ａ、Ｂ及びＣは、【事例】について、【会話】のとおり議論している。【会話】中の①から

⑦までの（ ）に【語句群】から適切なものを入れた場合、正しいものの組合せは１から５までの

うちどれか。なお、①から⑦までの（ ）内には、それぞれ異なるものが入る。（解答欄は、［No.

５］）

【事 例】

甲は、過失により妊婦Ｘの胎児に侵害作用を及ぼし、同胎児に病変を生じさせた。Ｘは、出産

予定日に上記病変に伴う傷害を負ったＹを出産したが、その１年後にＹは同傷害により死亡した。

【会 話】

学生Ａ．胎児に侵害作用を及ぼし、「人」の機能の萌芽に障害を生じさせた場合、出生後「人」

となってから、その「人」に対して致死の結果を発生させる危険性が十分に存在します。

したがって、その危険性が存在する場合、（①）で「人」が存在している必要はなく、

（②）で「人」が存在していれば足り、（③）に致死の結果をもたらしたとして、甲に過

失致死罪が成立すると考えます。

学生Ｂ．（①）で「人」が存在している必要がないとしても、少なくとも（④）で「人」が存在

している必要はあるのではないですか。私は、判例と同様に、胎児に病変を生じさせるこ

とは、（⑤）に傷害を負わせたと考えた上で、（⑥）類似の論理により、（⑤）に傷害を

負わせ、（③）に致死の結果をもたらしたとして、甲に過失致死罪が成立すると考えます。

学生Ｃ．胎児が（⑤）であるなら、自己堕胎は自傷行為として不可罰とすべきですが、現行法は

自己堕胎を処罰しており、体系的に矛盾していませんか。また、母体傷害の時点では、加

害対象である「人」が存在しない以上、（⑥）類似の論理によっても過失致死罪の成立を

認めるのは無理がありませんか。

学生Ａ．裁判例には、交通事故で妊娠７か月の妊婦に傷害を負わせ、これが原因で早産した子が

水頭症等を発症した事案について、「胎児に病変を発生させることは、（⑤）に対するも

のとして、人に病変を発生させることにほかならず、そして、胎児が出生して人となった

後、同病変に起因して傷害が増悪した場合は、結局、人に病変を発生させて人に傷害を負

わせたことに帰することとなる。」旨判示したものがありますが、この判決は（⑦）の考

え方と同じですね。

【語句群】

ａ．侵害作用が及んだ時点 ｂ．致死の結果が発生した時点

ｃ．実行行為の時点 ｄ．「人」である母体の一部 ｅ．生まれてきた「人」

ｆ．人の始期に関する一部露出説 ｇ．錯誤論における抽象的法定符合説

ｈ．私 ｉ．Ｂさん

１．①ａ ②ｃ ④ｂ ⑥ｆ

２．①ｂ ③ｅ ④ａ ⑥ｇ

３．①ｃ ③ｅ ⑤ｄ ⑥ｇ

４．②ａ ③ｄ ⑤ｅ ⑦ｈ

５．②ｂ ④ｃ ⑤ｄ ⑦ｉ
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〔第６問〕（配点：３）

正当防衛に関する１から５までの各記述を判例の立場に従って検討した場合、誤っているものを

２個選びなさい。（解答欄は、［No.６］、［No.７］順不同）

１．正当防衛は、不正の侵害に対して成立するから、正当防衛が成立する行為に対して反撃した

場合、正当防衛が成立することはない。

２．不正の行為により自ら侵害を招き、これに対して反撃した場合、正当防衛が成立することは

ない。

３．急迫不正の侵害がないのにあると誤信し、自己の権利を防衛するため、加害行為をした場合、

正当防衛が成立することはない。

４．相手方による侵害を予期している者が、自己の権利を防衛するため、同侵害が間近に押し迫

っていないのに相手方に加害行為をした場合、正当防衛が成立することはない。

５．相手方による侵害に対して反撃した者が、その侵害から予想された被害よりも大きい被害を

相手方に与えた場合、正当防衛が成立することはない。

〔第７問〕（配点：２）

過失犯に関する１から５までの各記述を判例の立場に従って検討した場合、正しいものはどれか。

（解答欄は、［No.８］）

１．行政取締法規の義務は、過失犯の注意義務になり得るから、行政取締法規の義務を遵守する

限り、過失犯が成立することはない。

２．過失犯が成立するには、結果発生に至る現実の因果経過を逐一具体的に予見することができ

たことを必要とする。

３．刑法第３８条第１項ただし書の「法律に特別の規定がある場合」とは、過失行為を処罰する

旨の明文の規定がある場合に限られる。

４．人が社会生活上の地位に基づき反復継続して行う行為であって、かつ、その行為が他人の生

命身体等に危害を加えるおそれのあるものは、業務上過失致死傷罪の「業務」に当たる。

５．重過失致死傷罪の「重大な過失」とは、注意義務違反の程度が著しい場合、すなわち、僅か

な注意を払うことにより結果の発生を容易に回避し得たのに、これを怠って結果を発生させた

場合をいい、その要件として、発生した結果が重大であること又は結果が発生する可能性が大

であったことを必要とする。

（参照条文）刑法

第３８条 罪を犯す意思がない行為は、罰しない。ただし、法律に特別の規定がある場合は、こ

の限りでない。

２ （略）

３ （略）
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〔第８問〕（配点：３）

１から５までの各記述を判例の立場に従って検討した場合、正しいものを２個選びなさい。（解

答欄は、［No.９］、［No.10］順不同）

１．甲は、乙がＡ及びＢを木刀で順次殴打して両名を負傷させる犯行に及んだ際、これに先立ち、

乙の意図を知りながら、凶器として同木刀を乙に手渡し、これらの犯行を幇助した。この場合、

甲に２個の傷害罪の幇助犯が成立し、これらは観念的競合となる。

２．甲は、Ａを監禁することを目的として、Ａの手足をロープで縛り付けて逮捕し、これに引き

続き自宅にＡを監禁した。この場合、甲に逮捕罪及び監禁罪が成立し、これらは牽連犯となる。

３．甲は、自宅でＡを殺害し、その死体を自宅の庭に埋めて遺棄した。この場合、甲に殺人罪及

び死体遺棄罪が成立し、これらは牽連犯となる。

４．甲は、火災保険金をだまし取ろうと考え、同居していた妻が不在の間に、自宅に放火して全

焼させ、その後に火災原因を偽って火災保険金の支払を受けた。この場合、甲に現住建造物等

放火罪及び詐欺罪が成立し、これらは牽連犯となる。

５．甲は、Ａ名義で預金口座を開設する目的で、Ａに成り済ましてＡ名義で口座開設申込書を作

成し、これを銀行の係員に提出して、Ａ名義の預金通帳の交付を受けた。この場合、甲に有印

私文書偽造罪、同行使罪及び詐欺罪が成立し、これらは牽連犯となる。

〔第９問〕（配点：４）

公務執行妨害罪に関するアからオまでの各記述を判例の立場に従って検討し、正しい場合には１

を、誤っている場合には２を選びなさい。（解答欄は、アからオの順に［No.11］から［No.15］）

ア．甲は、日本国内にある外国大使館の職員Ａが同大使館の業務に従事していた際、Ａの頭部を

拳で殴った。この場合、Ａは「公務員」に当たらないから、甲に公務執行妨害罪は成立しない。

［No.11］

イ．甲は、通行人のバッグをひったくり窃取したが、これを目撃した制服警察官Ａから追跡され

たため、逮捕を免れる目的で、Ａに対し、反抗を抑圧するに足りる程度の暴行を加えた。この

場合、甲に事後強盗罪が成立するから、公務執行妨害罪は成立しない。［No.12］

ウ．甲は、県議会の議事が紛糾し、議長Ａが休憩を宣言した後、その紛議に対処するために壇上

から降りようとした際、Ａの腹部を蹴った。この場合、Ａが上記議会の議事を整理し、秩序を

保持する職責を有する者であるとしても、休憩宣言により職務の執行を終えているから、甲に

公務執行妨害罪は成立しない。［No.13］

エ．甲は、制服警察官ＡがＢに対して実施していた所持品検査をやめさせようと考え、Ａの背部

を蹴ったが、Ａが同所持品検査を中断することはなかった。この場合、現実にＡの職務の執行

を妨害する結果が発生していないから、甲に公務執行妨害罪は成立しない。［No.14］

オ．甲は、警察官Ａから捜索差押許可状に基づく自宅の捜索を受け、覚醒剤入りの注射器２０本

を差し押さえられた際、Ａの眼前で同注射器２０本を足で踏み付けて、その全てを壊した。こ

の場合、Ａの身体に対して暴行を加えていないから、甲に公務執行妨害罪は成立しない。［No.

15］
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〔第10問〕（配点：４）

アからオまでの各記述を判例の立場に従って検討し、正しい場合には１を、誤っている場合には

２を選びなさい。（解答欄は、アからオの順に［No.16］から［No.20］）

ア．甲は、Ａから現金を喝取しようと考え、Ａに対し、「金を出さなかったら殴るぞ。」と申し

向けて現金の交付を要求し、これによりＡを畏怖させ、Ａの上着ポケット内の財布を甲が抜き

取ることをＡに黙認させた。この場合、Ａによる交付行為がないから、甲に恐喝未遂罪が成立

するにとどまる。［No.16］

イ．甲は、Ａによる万引きを目撃したことを奇貨としてＡから現金を喝取しようと考え、Ａに対

し、「万引きしたことを警察に通報されたくなかったら口止め料を払え。」と申し向けて現金

の交付を要求し、これによりＡを畏怖させ、Ａから現金５万円の交付を受けた。この場合、甲

が告知した害悪の内容は違法なものではないから、甲に恐喝罪は成立しない。［No.17］

ウ．甲は、Ａから現金を強取しようと考え、Ａに対し、社会通念上一般に反抗を抑圧するに足り

る程度の脅迫を加えて現金を要求し、Ａから現金５万円を受け取ったが、その際、同脅迫によ

りＡは反抗を抑圧されるに至らなかった。この場合、現実にＡが反抗を抑圧されるに至ってい

ないから、甲に強盗未遂罪が成立するにとどまる。［No.18］

エ．甲は、警察官を装って盗品を喝取しようと考え、盗品を運搬中のＡに対し、「警察の者だが、

取調べの必要があるから、それを差し出せ。」と虚偽の事実を申し向けて同盗品の提出を求め、

これに応じなければ直ちに警察署へ連行するかもしれない態度を示し、これによりＡを畏怖さ

せ、Ａから同盗品の交付を受けた。この場合、甲の虚言もＡを畏怖させる一材料となるから、

甲に恐喝罪が成立する。［No.19］

オ．甲は、Ａに対する貸金５万円を取り立てるとともに、Ａから現金を喝取しようと考え、Ａに

対し、自己の要求に応じなければＡの身体に危害を加える態度を示して同貸金分を含む現金２

０万円の交付を要求し、これによりＡを畏怖させ、Ａから現金２０万円の交付を受けた。この

場合、甲が交付を受けた現金２０万円のうち５万円は正当な債権の行使によるものであるから、

同貸金額を超える１５万円について甲に恐喝罪が成立するにとどまる。［No.20］
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〔第11問〕（配点：２）

放火及び失火の罪に関するアからオまでの各記述を検討した場合、正しいものの組合せは１から

５までのうちどれか。（解答欄は、［No.21］）

ア．甲は、自己所有の家屋に一人で居住していたが、同家屋に掛けた火災保険の保険金をだまし

取ろうと考え、同家屋に放火して全焼させ、公共の危険を生じさせた。この場合、甲に他人所

有非現住建造物等放火罪が成立する。

イ．甲は、自己所有の無人倉庫に放火しようと考え、同倉庫に置かれた新聞紙に火をつけたが、

同新聞紙が燃えたにとどまり、同倉庫は焼損しなかった。この場合、甲に自己所有非現住建造

物等放火罪の未遂罪が成立する。

ウ．甲は、Ａ所有の自動車に放火しようと考え、同放火に使用するガソリンとライターを持って

同車に近づいたが、甲に不審を抱いた警察官から職務質問を受けたため、同車に放火するに至

らなかった。この場合、甲に放火予備罪が成立する。

エ．甲は、自己所有の無人倉庫を失火により焼損し、それによって公共の危険を生じさせた。こ

の場合、甲に失火罪が成立する。

オ．甲は、Ａが居住するＡ所有の家屋に放火しようと考え、同家屋近くの消火栓から放水できな

いように同消火栓を損壊したが、放火するに至らなかった。この場合、甲に消火妨害罪が成立

する。

１．ア イ ２．ア エ ３．イ ウ ４．ウ オ ５．エ オ

（参照条文）刑法

第１１２条 第１０８条及び第１０９条第１項の罪の未遂は、罰する。

第１１３条 第１０８条又は第１０９条第１項の罪を犯す目的で、その予備をした者は、２年以

下の懲役に処する。ただし、情状により、その刑を免除することができる。

第１１４条 火災の際に、消火用の物を隠匿し、若しくは損壊し、又はその他の方法により、消

火を妨害した者は、１年以上１０年以下の懲役に処する。

第１１５条 第１０９条第１項及び第１１０条第１項に規定する物が自己の所有に係るものであ

っても、差押えを受け、物権を負担し、賃貸し、配偶者居住権が設定され、又は保険に付した

ものである場合において、これを焼損したときは、他人の物を焼損した者の例による。

第１１６条 失火により、第１０８条に規定する物又は他人の所有に係る第１０９条に規定する

物を焼損した者は、５０万円以下の罰金に処する。

２ 失火により、第１０９条に規定する物であって自己の所有に係るもの又は第１１０条に規定

する物を焼損し、よって公共の危険を生じさせた者も、前項と同様とする。
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〔第12問〕（配点：２）

学生Ａ、Ｂ及びＣは、【事例】について、【会話】のとおり議論している。【会話】中の①から

⑩までの（ ）内に【語句群】から適切なものを入れた場合、正しいものの組合せは１から５まで

のうちどれか。なお、①から⑩までの（ ）内には、それぞれ異なるものが入る。（解答欄は、

［No.22］）

【事 例】

居酒屋の店長甲は、客Ｘを殺害しようと考え、同店従業員Ｙに対し、ウイスキーを入れたグラ

スに致死量の毒薬を混入したことを秘して、同グラスをＸの席に運ぶよう指示し、その指示に従

ってＹが同グラスを手に取ろうとしたが、誤って同グラスを床に落としたため、Ｘを殺害するに

至らなかった。

【会 話】

学生Ａ．間接正犯の実行の着手時期について、私は、（①）と考えるので、（②）で実行の着手

が認められることになります。したがって、甲に（③）罪が成立します。

学生Ｂ．Ａさんの見解に対しては、（④）という批判が可能ですね。私は、（⑤）と考えるので、

（⑥）で実行の着手が認められることになります。したがって、甲に（③）罪は成立せず、

（⑦）罪が成立するにとどまります。私の考えは、離隔犯において、（⑧）時に実行の着

手を認める考え方と親和的です。

学生Ａ．Ｂさんの見解に対しては、（⑨）という批判が可能ですね。

学生Ｃ．私は、（⑩）で実行の着手が認められると考えます。したがって、甲に（③）罪が成立

するか否かは、結果発生の現実的危険性が発生したといえるかどうかの判断によることに

なります。

【語句群】

ａ．被利用者の行為時に結果発生の切迫した危険が認められる

ｂ．実行行為者は利用者であり、被利用者の行為は因果経過にすぎない

ｃ．ＹがＸの法益を侵害する行為を開始した時点

ｄ．甲がＹに働き掛けた時点

ｅ．実質的見地から個別的にみて結果発生の現実的危険性が発生した時点

ｆ．殺人予備 ｇ．殺人未遂 ｈ．発送 ｉ．到達

ｊ．利用者にとって偶然の事情で実行の着手時期を決することになる

ｋ．結果発生の危険性が切迫していない時点で実行の着手を認めることになる

１．①ａ ③ｆ ⑥ｄ ⑧ｈ

２．①ｂ ④ｋ ⑥ｃ ⑨ｊ

３．②ｃ ④ｊ ⑦ｇ ⑨ｋ

４．②ｄ ⑤ｂ ⑦ｆ ⑩ｅ

５．③ｇ ⑤ａ ⑧ｉ ⑩ｃ
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〔第13問〕（配点：２）

学生Ａ及びＢは、【会話】のとおり議論している。【会話】中の①から⑧までの（ ）内に【語

句群】から適切なものを入れた場合、正しいものの組合せは１から５までのうちどれか。なお、①

から⑧までの（ ）内には、それぞれ異なるものが入る。（解答欄は、［No.23］）

【会 話】

学生Ａ．未遂犯の刑について、刑法は、どのように定めていますか。

学生Ｂ．刑法第４３条は「犯罪の実行に着手してこれを遂げなかった者は、その刑を（①）。た

だし、自己の意思により犯罪を中止したときは、その刑を減軽し、又は（②）。」と定め

ています。

学生Ａ．未遂を罰する場合、明文で定める必要があるかについて、刑法は、どのように定めてい

ますか。

学生Ｂ．刑法第４４条は「未遂を罰する場合は、各本条で定める。」と定めています。例えば、

背任罪の未遂は（③）が、横領罪の未遂は（④）。

学生Ａ．侵入窃盗について、窃盗の実行の着手をどのように判断しますか。

学生Ｂ．（⑤）の場合、侵入しただけでは実行の着手は認められず、財物の物色行為に至れば実

行の着手が認められると考えます。

学生Ａ．（⑤）の場合、財物の物色のためにたんすに近寄ったとしても、物色行為に至らなけれ

ば実行の着手は認められないのですか。

学生Ｂ．判例によれば、財物の物色行為に至らなければ（⑥）。

学生Ａ．（⑦）の場合、（⑧）に取り掛かった時点で、実行の着手が認められるとした裁判例が

ありますが、これについてはどう考えますか。

学生Ｂ．賛成です。通常、（⑦）の内部は財物を保管するためにだけ用いられており、（⑧）に

取り掛かった時点で内部の財物が窃取される現実的危険性が生じていると考えます。

【語句群】

ａ．減軽する ｂ．減軽することができる

ｃ．免除する ｄ．免除することができる

ｅ．処罰されます ｆ．処罰されません

ｇ．通常の住居 ｈ．土蔵

ｉ．実行の着手が認められないということではありません

ｊ．実行の着手は認められません ｋ．犯行計画の策定 ｌ．侵入行為

１．①ａ ③ｆ ⑥ｊ ⑧ｋ

２．①ｂ ④ｅ ⑤ｈ ⑦ｇ

３．②ｃ ⑤ｇ ⑦ｈ ⑧ｋ

４．②ｄ ④ｆ ⑥ｉ ⑦ｈ

５．③ｅ ⑤ｇ ⑥ｉ ⑧ｌ
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〔第14問〕（配点：２）

学生Ａ及びＢは、【会話】のとおり議論している。【会話】中の①から⑧までの（ ）内に、

【語句群】から適切なものを入れた場合、正しいものの組合せは１から５までのうちどれか。なお、

①から⑧までの（ ）内には、それぞれ異なるものが入る。（解答欄は、［No.24］）

【会 話】

学生Ａ．判例は、複写機による公文書のコピーについて、公文書偽造罪の客体になり得ることを

（①）し、その場合の名義人を（②）としていますね。

学生Ｂ．その判例に対しては、（③）という批判があります。

学生Ａ．市長の代決者である課長を補助する係長など補助公務員にも市長名義の公文書の作成権

限が認められる場合があるかについて、（④）とした判例がありますね。

学生Ｂ．その判例に対しては、（⑤）という批判があります。

学生Ａ．補助公務員が職務上起案を担当する文書につき虚偽のものを起案し、事情を知らない作

成権限者である上司を利用して同文書を作成させた場合、判例は、（⑥）罪の間接正犯は

（⑦）としていますね。

学生Ｂ．公務員でない者が虚偽の申立てをして、事情を知らない公務員を利用して虚偽の公文書

を作成させた場合、判例は、（⑧）罪の場合以外は（⑥）罪の間接正犯は処罰しないのが

刑法の趣旨であると解するのが相当としていますね。

【語句群】

ａ．肯定 ｂ．否定 ｃ．原本作成名義人 ｄ．コピー作成者

ｅ．原本のコピーは、写しとはいえ、原本と同一の意識内容を保有し、証明文書として原本と同

様の社会的機能と信用性を有するものと認められるので、公文書偽造罪の客体とすべきである

ｆ．コピーそれ自体を原本として行使する場合を除き、コピーの作成名義人はコピー作成者であ

り、コピーにはその記載を欠くので文書偽造罪にいう文書ということはできない

ｇ．補助公務員である以上、一律に作成権限を有することはない

ｈ．公文書の内容の正確性を確保することなど、その者への授権を基礎付ける一定の基本的な条

件に従う限度において作成権限を有している

ｉ．作成権限に一定の条件を付することは可能である

ｊ．刑法が公文書偽造と虚偽公文書作成を区別している以上、文書の内容が正確ならば作成権限

があるという解釈は、その建前に反する

ｋ．虚偽公文書作成 ｌ．公正証書原本不実記載等

ｍ．成立し得る ｎ．成立し得ない

１．①ａ ④ｈ ⑥ｋ ⑦ｍ

２．①ｂ ③ｅ ⑤ｉ ⑦ｎ

３．②ｃ ⑤ｊ ⑥ｌ ⑧ｋ

４．②ｄ ④ｇ ⑦ｎ ⑧ｋ

５．③ｆ ⑤ｉ ⑥ｋ ⑧ｌ
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〔第15問〕（配点：２）

学生Ａ及びＢは、【事例】について、【会話】のとおり議論している。【会話】中の①から⑨ま

での（ ）内に【語句群】から適切なものを入れた場合、正しいものの組合せは１から５までのう

ちどれか。なお、①から⑨までの（ ）内には、それぞれ異なるものが入る。（解答欄は、［No.

25］）

【事 例】

甲は、殺人事件を目撃し、その犯人はＸに見えたという記憶であるが、大人しいＸが殺人事件

を起こすはずがなく、真実はＸとよく似たＹが犯人であると考え、Ｘを被告人とする殺人事件の

公判廷において、宣誓の上、「犯人はＹである。」と自己の記憶に反する証言をした。客観的な

真実としては、上記殺人事件の犯人はＹではなくＸであった。

【会 話】

学生Ａ．甲に偽証罪が成立するか否かは、刑法第１６９条の「虚偽」の解釈によりますね。私は、

証人が経験した内容を正確に反映することが刑事司法にとって重要であると考えるので、

「虚偽」とは（①）ことであると考えます。

学生Ｂ．私は、Ａさんとは異なり、「虚偽」とは（②）ことであると考えます。

学生Ａ．私の立場からすると、（③）ので、甲の証言は「虚偽」に当たります。甲は、（④）の

で、（⑤）。

学生Ｂ．私の立場からすると、（⑥）ので、甲の証言は「虚偽」に当たります。甲は、（⑦）の

で、（⑧）。

学生Ａ．判例は、（⑨）と同様の立場に立っていますね。

【語句群】

ａ．客観的真実に反する ｂ．証人の記憶に反する

ｃ．客観的にはＸが犯人である ｄ．甲の記憶ではＸが犯人である

ｅ．自己の記憶に反する証言をしていると認識しており、故意も認められる

ｆ．真実を証言していると認識している以上、故意が認められない

ｇ．偽証罪が成立します ｈ．偽証罪は成立しません

ｉ．Ｂさん ｊ．私

１．①ａ ③ｃ ⑥ｄ ⑧ｈ

２．①ｂ ④ｅ ⑥ｃ ⑧ｇ

３．②ａ ④ｆ ⑦ｅ ⑨ｉ

４．②ｂ ⑤ｈ ⑦ｆ ⑨ｉ

５．③ｄ ⑤ｇ ⑦ｆ ⑨ｊ
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〔第16問〕（配点：２）

責任能力に関するアからオまでの各記述を判例の立場に従って検討した場合、誤っているものの

個数を１から５までの中から選びなさい。（解答欄は、［No.26］）

ア．行為者が犯行時に心神喪失状態にあった場合、犯罪の成立自体は否定されないが、その刑は

免除される。

イ．心神喪失とは、精神の障害により行為の是非善悪を弁識する能力及びその弁識に従って行動

を制御する能力の双方がない状態をいう。

ウ．精神の障害がなければ心神喪失又は心神耗弱と認められる余地はない。

エ．行為の是非善悪を弁識する能力及びその弁識に従って行動を制御する能力の双方が犯行時に

減退していたとしても、心神耗弱であると認められない場合がある。

オ．責任能力の有無・程度は、行為者の犯行当時の病状、犯行前の生活状態、犯行の動機・態様

等を総合して判定される。

１．１個 ２．２個 ３．３個 ４．４個 ５．５個

〔第17問〕（配点：２）

アからオまでの各記述を判例の立場に従って検討した場合、誤っているものの個数を１から５ま

での中から選びなさい。（解答欄は、［No.27］）

ア．甲と乙が窃盗を共謀したが、実行行為を分担した甲が同共謀に反して財物を強取した後、実

行行為を分担しなかった乙に対し、同財物を強取した旨を伝えて同財物を譲り渡した。この場

合、乙に強盗罪の共同正犯が成立することはない。

イ．甲（２２歳）と乙（１２歳）が強盗を共謀し、同共謀に基づき乙が財物を強取した。この場

合、甲に強盗罪の共同正犯が成立することはない。

ウ．甲と乙が窃盗を共謀し、次に乙と丙が同窃盗を共謀して、同共謀に基づき丙が財物を窃取し

た。この場合、甲に窃盗罪の共同正犯が成立することはない。

エ．甲と乙が強盗を共謀し、同共謀に基づき甲がＡに包丁を突き付けて脅迫し、乙がＡから金品

を強取したが、その強盗の機会に、甲が過失によりＡに傷害を負わせた。この場合、乙に強盗

致傷罪の共同正犯が成立することはない。

オ．甲と乙が窃盗を共謀し、同共謀に基づき甲が実行行為を行ったが、乙は同実行行為の日時・

場所・方法を詳細に認識していなかった。この場合、乙に窃盗罪の共同正犯が成立することは

ない。

１．１個 ２．２個 ３．３個 ４．４個 ５．５個
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〔第18問〕（配点：３）

遺棄の罪に関する１から５までの各記述を判例の立場に従って検討した場合、正しいものを２個

選びなさい。（解答欄は、［No.28］、［No.29］順不同）

１．遺棄罪（刑法第２１７条）の成立には、「老年、幼年、身体障害又は疾病のために扶助を必

要とする者」の生命・身体に対する具体的な危険の発生を必要とする。

２．高度の酩酊により身体の自由を失った泥酔者は、他人の扶助を要する状態にあったと認めら

れるときは、保護責任者遺棄等罪（刑法第２１８条）にいう「病者」に当たる。

３．保護責任者遺棄等罪（刑法第２１８条）における「遺棄」には、単なる置き去りは含まれな

い。

４．保護責任者遺棄等罪（刑法第２１８条）は、「その生存に必要な保護」として、幼年者の親

ならば当然に行っているような監護、育児、介護行為等、保護行為一般を行うことを刑法上の

義務として求めている。

５．保護責任者遺棄等致死罪（刑法第２１９条、第２１８条）は結果的加重犯であり、死亡結果

について故意がある場合は含まれない。

〔第19問〕（配点：３）

次の１から５までの各記述を判例の立場に従って検討した場合、誤っているものを２個選びなさ

い。（解答欄は、［No.30］、［No.31］順不同）

１．甲は、乙から絵画を購入して自宅に保管していたところ、その後に同絵画は乙が窃取したも

のであることを知ったが、そのまま同絵画の保管を継続した。この場合、甲に盗品等保管罪が

成立する。

２．甲は、乙から腕時計を預かり自宅に保管していたところ、その後に同腕時計は乙が窃取した

ものであることを知ったが、そのまま乙のために同腕時計の保管を継続した。この場合、甲に

盗品等保管罪が成立する。

３．甲は、乙が窃取した宝石であることを知りつつ、乙から同宝石を有償で譲り受けたが、その

時点で乙の同窃取行為について公訴時効が完成していた。この場合、甲に盗品等有償譲受け罪

が成立する。

４．甲は、乙が窃取した自動車であることを知りつつ、乙との間で同車の売買契約を締結し、そ

の代金を乙に支払ったが、乙が甲に同車の引渡しをしなかった。この場合、甲に盗品等有償譲

受け罪が成立する。

５．甲は、甲と親族関係にない乙から、甲の実父Ａが所有し、管理している自動車を乙が窃取し

たので同車を運搬してほしい旨依頼され、同車が盗品であると知りつつ、乙が指定した場所ま

で同車を運搬した。この場合、甲に盗品等運搬罪が成立し、その刑は免除されない。
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〔第20問〕（配点：４）

【事例】に関するアからオまでの各【記述】を判例の立場に従って検討し、正しい場合には１を、

誤っている場合には２を選びなさい。（解答欄は、アからオの順に［No.32］から［No.36］）

【事 例】

甲は、乙から現金をだまし取ろうと考え、某月１日、不正な細工を施した花札を用いて賭博の

初心者である乙を負けさせ、乙に３００万円の債務を負担させた。（①）

乙は、同月２日、賭博の常習者である丙に相談したところ、丙は、乙に対し、再び賭博をする

よう教唆した。乙は、再び賭博をすることを決意し、同月３日、別の賭博場で賭博をしたが負け

たため、更に３００万円の債務を負った。（②）

乙は、同月５日、高額収入が得られる旨をうたう求人サイトに応募したところ、同サイトを運

営していた丁から、不正に入手したクレジットカードの名義人Ａを装って電子マネーの購入手続

をするよう依頼されてこれに応じ、インターネットを介して、Ａの氏名やカード番号等の情報を

クレジットカード決済代行会社が使用する電子計算機に送信し、同電子計算機に接続されたハー

ドディスクにＡが１０万円相当の電子マネーを購入した旨の電磁的記録を作成して同電子マネー

の利用権を取得した。（③）

丁は、不特定多数の者に電話をかけ、真実は違約金を支払う必要がないのに、これを支払う必

要がある旨のうそを告げ、某所に現金を送付させて詐取することを繰り返していた。丁は、乙の

応募に先立つ同月４日、Ｂに電話をかけ、前同様のうそを告げ、現金を某所に送付するよう指示

した。Ｂは、うそを見破って警察官に通報したところ、警察官から丁の上記指示に従ったふりを

するよう依頼され、同月５日、模造紙幣が入った荷物を某所に発送した。乙は、同月６日、丁か

ら、上記指示内容について説明を受けるとともに上記荷物を受領して丁に届けるよう依頼され、

同荷物が詐欺の被害金であると認識した上でこれに応じ、いわゆるだまされたふり作戦の開始を

認識しないまま某所で宅配業者から同荷物を受領したが、その場で警察官に逮捕された。（④）

丁は、乙が逮捕されたことを知り、同月７日、知人の戊に対し、自己の逃走資金の提供を依頼

した。戊は、同日、丁が現金の詐取を繰り返していたことを認識した上で、逃走資金として現金

１００万円を丁に手渡した。（⑤）

【記 述】

ア．①につき、甲は、公序良俗に反する無効な行為を原因として乙に債務を負担させているので、

甲に詐欺罪は成立しない。［No.32］

イ．②につき、正犯である乙に単純賭博罪が成立するにすぎないので、丙が賭博の常習者であっ

たとしても、丙に単純賭博罪の教唆犯が成立するにとどまる。［No.33］

ウ．③につき、乙が上記電子計算機に送信したＡの氏名やカード番号等はいずれも真正なもので

あり、「虚偽の情報」に当たらないので、乙及び丁に電子計算機使用詐欺罪の共同正犯は成立

しない。［No.34］

エ．④につき、乙は、だまされたふり作戦の開始後に加功しているので、乙の加功前になされた

欺罔行為を含む詐欺未遂罪の共同正犯は成立しない。［No.35］

オ．⑤につき、犯人が他人を教唆して自己を隠避させることは定型的に期待可能性がないので、

丁に犯人隠避罪の教唆犯は成立しない。［No.36］


